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１． 営業日・営業時間・サービス提供時間及び相談・苦情窓口等 

◇営 業 日     【入所・短期入所療養介護（介護予防含む）】    

 年中無休    

 

◇短期入所 通常の送迎実施地域 

湖南市・栗東市 

 

◇営業時間      （ 事務所 ）９：００ ～  １７：３０ 

 

◇担当者名        白木 優子 （介護支援専門員） 

          村井 清和 （支援相談員） 

           藤谷さやか （支援相談員） 

           永谷 千夏 （支援相談員） 

                 長谷川恵美 （支援相談員） 

 

◇連 絡 先            ＴＥＬ   ０７４８－７７－００１３ 

ＦＡＸ   ０７４８－７７－００１４ 

                   E-mail  ishibe-cc@hachikikai.com 

           http：//www.hachikikai.com 

 

◇相談･苦情窓口  石部ケアセンター １階相談室 

     

◇苦情･相談体制 苦情解決責任者及び第三者委員を設置しています。 
第三者委員： 古賀 和男 湖南市石部中央４－３－５０ 

             ＴＥＬ ０７４８－７７－３９０４ 

        岸 きみ子 東近江市永源寺高野６８８ 

                ＴＥＬ ０７４８－２７－０９０３                    

黒田 清美 栗東市御園１５６７ 

                    ＴＥＬ ０７７－５５８－０１７３ 

        矢橋 輝良 甲賀市水口町古城が丘７－２ 

ＴＥＬ ０７４８－６２－８８４３ 

◇その他の苦情等相談窓口 

     湖南市健康福祉部高齢福祉課 （TEL０７４８－７１－２３５６） 

     栗東市健康福祉部長寿福祉課 （TEL０７７－５５１－０２８１） 

     草津市健康福祉部介護保険課 （TEL０７７－５６１－２３６９） 

滋賀県国民健康保険団体連合会（TEL０７７－５１０－６６０５） 

滋賀県運営適正化委員会   （TEL０７７－５６７－４１０７） 

 

◇健康福祉サービス評価 

    福祉サービスの質の向上に向けて、事業所内にサ

ービス向上委員会を設置して「自己評価」をおこ

なっております。なお、現在第三者評価機関によ

る「第三者評価」は受審しておりません 
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 ２．事業者 

  ・ 事業者名称 社会福祉法人   八起会
はちきかい

 

 ・ 所 在 地      滋賀県湖南市丸山４丁目５番１号 

 ・ 法 人 種 別      社会福祉法人        

 ・ 代 表 者      理事長   木村 文一   

 

 

3．ご利用施設名 

・  名 称     介護老人保健施設 石部ケアセンター  

・  所 在 地     滋賀県湖南市丸山４丁目５番１号 

・  指定番号 第 ２５５２３８００１２ 号 

・  施設長名 木村 文治 

 

 4．事業の目的と運営の方針 

   目的：  この事業は、在宅ケアの効果を高めるために入所期間

中にリハビリを実施し、心身機能および生活の質の向

上と維持を図ることを目的としています。 

   方針：  当施設にあっては、利用者の心身状況、置かれている

環境、他のサービス利用状況等を把握し、他の保健医

療・福祉サービスとの密接な連携に努め、サービス計

画にそって、計画的にサービスを行います。また介護

サービスの指針として「生活指針」を策定しています。

（別紙） 
 

 

5．施設の概要 

① 敷地及び建物 （併設の石部デイケア含む） 

  敷地   3619.98 ㎡ 

 

構造 

鉄筋コンクリート造､一部鉄骨造り３階建て （耐火建築） 

延べ床面積  4091.88 ㎡ 

利用定員 入所 ７6 名（ショートステイ含む） 

     通所リハビリサービス １日 ３４人 

（介護予防含む） 

 

② 居室 

居室の種類 室数 面積 一人当たりの面積 

4 人部屋 １1（ 6 ）室 ３３㎡ ８．２５㎡ 

個室 32（ 16 ）室 １３～１４㎡ １３～１４㎡ 

（  ）内は認知症専用分です。 

 

 

③ 他主な設備 
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設備の種類 数 面積 
一人あたりの面

積 

食堂 5 箇所 164.69 ㎡ 2.16 ㎡ 

共同生活室･談話

デイルーム 
    5 箇所 90.29 ㎡ 1.18 ㎡ 

機能訓練室 ５箇所  99.5 ㎡ 1.３㎡ 

一般浴室 ２室（個浴 2･特浴１） １３３㎡ — 

個浴室 2 室  ２８㎡ — 

器械浴室 特殊浴槽 2 台   65 ㎡ — 

便所 ６箇所（共用分） １２４㎡ — 

医務室 1 室  18 ㎡ — 

送迎車両 ５台（リフト付）   

通所リハ及びﾚｸﾘ

ｴｰｼｮﾝｺｰﾅｰ(食堂) 
１室 136.14 ㎡ 4 ㎡ 

  ・施設の利用にあたっては、介護保険で定められた利用料の他に居住費

（滞在費）および食費等の負担が必要です。 

   ・居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により施設

でその可否を決定します。また、利用者の心身の状況より居室を変更

する場合がありますが、その際には利用者並びに家族等と協議のうえ

決定します。 

 

6．職員体制  「入所・短期入所療養介護（介護予防）兼務」  

  

職   種 職員数 専従 兼務 
 常勤換

算 

施設長（医師） １  １  0.8 

支援相談員 ３ ３   ３ 

介護支援専門員 １ １   1 

介護職員 32 32   30 

看護職員 8 8   7.5 

管理栄養士 1 1   1 

理学療法士 ４  ４  2.8 

作業療法士 １  １  0.7 

事務職員 ４ 2 2  3.4 
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7．サービス内容 

機能訓練 

在宅復帰を目指して理学療法士等による入所者の状況に適

合した理学療法等を計画的に行います。またその評価・指示

により生活場面での機能訓練を看護師・ケアワーカーによ

って実施します。 

診療・健康管理 

医師による診療は、的確な診断を基とし、療養上妥当適切に

行います。 

必要な場合には、主治医又は、協力医療機関等に責任をもっ

て引き継ぎます。 

相談及び援助 
常に利用者の心身の状況・病状・置かれている環境等を把握

し相談に適切に応じ、必要な助言その他の援助を行います。 

排泄の介助 
利用者の身体状況に応じて適切な介助を行うと共に、排 

泄の自立についても適切な援助を行います。 

 

入浴の介助 

 

座って入ることを基本に利用者の心身に応じた浴種により

入浴していただきます。 

週２回の入浴または清拭を行い、必要な場合はこれを超え

て行います。 

  送迎サービス 
短期入所療養介護（介護予防）サービスに要する送迎をさせ

て頂きます。 

食事の介助 

利用者の身体状況に配慮したバラエティに富んだ食事を提

供します。 

利用者の自立の支援に配慮し、できる限り離床して食堂で

行われるよう配慮します。 

レクリエーション   

クラブ活動 

施設行事計画にそってレクリエーション行事を企画・実施

します。 

環境整備 
常に清潔な環境、利用者の生活を物心両面から支える優れ

た人的環境を用意します。 

 

８．利用料金等  

  利用料金表１《介護予防短期入所療養介護サービス》、利用料金表２

《短期入所療養介護サービス》、利用料金表３《施設入所サービス》の利

用者の要支援・要介護度に応じたサービス利用料金から、介護保険給付額

を除いた金額（市町村が発行した「介護保険負担割合証」に記載された割

合１割、２割又は３割）をお支払下さい。 

なお、当施設の所在地は、介護保険法上「７級地」の区域に該当するた

め、単位数に 10.14 円を乗じた計算で金額を表記しております。 
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利用料金表 １ 

《介護予防短期入所療養介護サービス》 

・個室利用時のサービス基本料金                (単位：円)  

 単位数 
1 日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

要支援１ 632 6,408 641 1,282 1,923 

要支援２ 778 7,888 789 1,578 2,367 

 

・多床室（4 人部屋）利用時のサービス基本料金   

 単位数 
1 日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者者担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

要支援１ 672 6,814 682 1,363 2,045 

要支援２ 834 8,456   846 1,692 2,537 

➀-１ 全ての利用者が対象となる加算項目 

 単位数 
１日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算(Ⅰ) 
51 517 52 104 156 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算(Ⅱ) 
51 517 52 104 156 

現在、在宅強化型として運営しております。 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)を算定いたします。 

 

 単位数 
１月あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担

（3 割） 

生産性向上推進体制

加算（Ⅱ） 
10 101 11 21 31 

 

➀-２ 

 単位数 
１日あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

夜勤職員配置加算 24 243 25 49 73 

➀-３ 

 単位数 
１日あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅰ) 
22 223 23 45 67 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅱ) 
18 182 19 37 55 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅲ) 
6 60 6 12 18 

現在、「サービス提供体制強化加算（Ⅲ）を加算料金として算定しております。 

なお、今後職員配置により加算項目は変更になることがあります 
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②-1 必要な利用者が対象となる個別加算項目 

(単位：円) 

 単位数 
１日あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

個別リハビリテー

ション実施加算 
240 2,433 244 487 730 

若年性認知症利用

者受入加算   
120 1,216 122 244 365 

送迎加算（片道） 184 1,865 187 373 560 

療養食加算   

（１食に付き） 
8 81 9 17 25 

緊急時治療管理 

（3 日限度） 
518 5,252 526 1,051 1,576 

総合医学管理加算 

（10 日限度） 
275 2,788 279 558 837 

口腔連携強化加算 

 (月に 1 回) 
50 507 51 102 153 

 

・各加算項目の基準は説明ページを参照下さい。 
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利用料金表 2 

《短期入所療養介護サービス》 

・個室利用時のサービス基本料金                 (単位：

円)  

 単位数 
1 日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

要介護１ 819 8,304 831 1,661 2,492 

要介護 2 893 9,055 906 1,811 2,717 

要介護 3 958 9,714 972 1,943 2,915 

要介護 4 1,017 10,312 1,032 2,063 3,094 

要介護 5 1,074 10,890 1,089 2,178 3,267 

  

・多床室（4 人部屋）利用時のサービス基本料金   

 単位数 
1 日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

要介護１  90２  9,146  915 1,830 2,744 

要介護 2  979  9,927  993 1,986 2,979 

要介護 3 1,044 10,586 1,059 2,118 3,176 

要介護 4 1,102 11,174 1,118 2,235 3,353 

要介護 5 1,161 11,772 1,178 2,355 3,532 

➀-１ 全ての利用者が対象となる加算項目 

 単位数 
１日あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算(Ⅰ) 
51 517 52 104 156 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算(Ⅱ) 
51 517 52 104 156 

現在、在宅強化型として運営しております。 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)を算定いたします。 

 

 

 単位数 
１月あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

生産性向上推進体制

加算（Ⅱ） 
10 101 11 21 31 

 

➀-２  

 単位数 
１日あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

夜勤職員配置加

算 
24 243 25 49 73 
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➀-３ 

 単位数 
１日あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅰ) 
22 223 23 45 67 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅱ) 
18 182 19 37 55 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅲ) 
6 60 6 12 18 

現在、「サービス提供体制強化加算（Ⅲ）を加算料金として算定しております。 

なお、今後職員配置により加算項目は変更になることがあります。 

②-1 必要な利用者が対象となる個別加算項目         (単位：円)  

 単位数 
１日あたり

の利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

個別リハビリテーシ

ョン実施加算 
240 2,433 244 487 730 

認知症ケア加算 

（３階利用時のみ） 
76 770 77 154 231 

緊急短期入所 

受入加算 
90 912 92 183 274 

若年性認知症利用者

受入加算   
120 1,216 122 244 365 

重度療養管理加算 120 1,216 122 244 365 

送迎加算（片道） 184 1,865 187 373 560 

療 養 食 加 算    

（１食に付き） 
8 81 9 17 25 

緊急時治療管理 

（3 日限度） 
518 5,252 526 1,051 1,576 

総合医学管理加算 

（10 日限度） 
275 2,788 279 558 837 

口腔連携強化加算 

（月 1 回） 
50 507 51 102 153 

 

 
・各加算項目の基準は説明ページを参照下さい。 

 

 

《介護予防短期入所療養介護サービス・短期入所療養介護サービス共通》 

  

・全ての利用者が対象となる加算率およびその他の費用 
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介護職員等処遇改善加算 Ⅰ １,０００分の 75（７.５％） 

介護職員等処遇改善加算 Ⅱ １,０００分の 71（７.１％） 

基本単位数および加算単位数の合計に対して加算率を乗じ算出した単位数（小

数点以下第一位を四捨五入）に、地域区分 10.14 円を乗じた金額の利用者負担

（１割、２割又は３割）の額。 

 

現在、「介護職員等処遇改善加算Ⅱ」を加算料金として算定しております。 
なお、今後職員体制等により加算項目は変更になることがあります。 

 

 

・介護保険の給付対象とならないサービス 

居  住  費 
個 室 １日 ２,２６０円 

多床室 １日   ７2０円 

 食     費 

（１日あたり 2，０３０円 ） 

     朝  ３５０円 

     昼  ７８０円 

   おやつ  １２０円 

     夕  ７８０円 

 

 

 

 

 

・介護保険負担限度額の認定を受けておられる利用者の場合は、その認定 

書に記載された金額を１日あたりの料金とします。なお、適用には認定書 

の提示が必要となります。 
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電気器具 一機種の持込につき １日当り  ５０円 

教養娯楽費 
クラブ活動等、特別な行

事等に参加される場合 

材料費などの実費 

（例、生け花など） 

文書料 
証明書 

領収・請求書再発行等 

  １通   1,000 円 

 １通    200 円 

複写物の交付 
サービス提供についての 

記録の写しが必要な場合 
写し 1 枚   10 円 

特別な送迎代 

通常の送迎実施地域の境

界外に居住する利用者へ

の送迎費用 

 

境界より片道１Km50 円 

キャンセル料   

ご利用予定日の、当日朝

８時 30 分までに連絡を

頂けなかった場合 

   900 円 

理美容代 

ご希望の方は、施設が契

約している出張理髪・美

容業者をご利用いただけ

ます 

実費（業者指定料金） 

クリーニング代 

ご希望の方は、施設が契

約している洗濯業者をご

利用いただけます 

 

実費（業者指定料金） 

日用品(ﾀｵﾙ)セット 

ご希望の方は、施設が契

約しているレンタル業者

をご利用いただけます 

 

実費（業者指定料金） 
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利用料金表 3 

【施設入所サービス基本料金】                   

・個室利用時のサービス基本料金                (単位：円)  

 単位数 
1 日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

要介護１ 788 7,990 799 1,598 2,397 

要介護 2 863 8,750 875 1,750 2,625 

要介護 3 928 9,409 941 1,882 2,823 

要介護 4 985 9,987 999 1,998 2,997 

要介護 5 1,040 10,545  1,055 2,109 3,164 
  

・多床室（4 人部屋）利用時のサービス基本料金   

 単位数 
1 日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

要介護１  871  8,831  884 1,767 2,650 

要介護 2  947  9,602  961 1,921 2,881 

要介護 3 1,014 10,281 1,029 2,057 3,085 

要介護 4 1,072 10,870 1,087 2,174 3,261 

要介護 5 1,125 11,407 1,141 2,282 3,423 
 

➀-１ 全ての利用者が対象となる加算項目 

 単位数 
１日あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算(Ⅰ) 
51 517 52 104 156 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算(Ⅱ) 
51 517 52 104 156 

夜勤職員配置加算  24 243 25 49 73 

初期加算（Ⅱ） 

（３０日を限度） 
30 304 31 61 92 

安全対策体制加算 

（入所時 1 回） 
20 202 21 41 61 

 

現在、在宅強化型として運営しております。在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)を算定いたします。 
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 単位数 
１月あたりの

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

 （2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

生産性向上推進体

制加算（Ⅱ） 
10 101 11 21 31 

高齢者施設等感染

対策向上加算（Ⅰ） 
10 101 11 21 31 

高齢者施設等感染

対策向上加算（Ⅱ） 
5 50 5 10 15 

協力医療機関連携 

加算 
50 507 51 102 153 

 

 

➀-２   

 単位数 
１月あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

リハビリテーション

マネジメント計画書

情報加算（Ⅱ）  
33 334 34 67 101 

褥瘡マネジメント加

算（Ⅰ） 
 3    30  3  6    9 

褥瘡マネジメント加

算（Ⅱ） 
13   131 14  27  40 

排せつ支援加算

（Ⅰ） 
10   101 11  21   31 

排せつ支援加算

（Ⅱ） 
15   152 16  31   46 

排せつ支援加算

（Ⅲ） 
20   202  21  41    61 

自立支援促進加算 300  3,042 305 609  913 

科学的介護推進体制

加算（Ⅰ） 
40   405  41     81  122 

科学的介護推進体制

加算（Ⅱ） 
60  608 61 122  183 

➀-３ 

 単位数 
１日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅰ) 
22 223 23 45 67 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅱ) 
18 182 19 37 55 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化

加算(Ⅲ) 
6 60 6 12 18 
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現在、「サービス提供体制強化加算（Ⅲ）を加算料金として算定しておりま

す。 
なお、今後職員配置により加算項目は変更になることがあります。 

 

 

 

 

 

②-1 必要な利用者が対象となる個別加算項目        (単位：円)  

 単位数 
１日あたりの 

利用料金 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（2 割） 

利用者負担 

（3 割） 

短期集中リハビリテーショ

ン実施加算（Ⅰ） 

（3 月内） 
258 2,616 262 524 785 

認知症短期集中リハビリテ

ーション実施加算（Ⅰ） 

(週 3 日限度） 
240 2,433 244 487 730 

認知症短期集中リハビリテ

ーション実施加算（Ⅱ） 

（週 3 日限度） 
120 1,216 122 244 365 

認知症ケア加算 

（3 階利用時） 
76 770 77 154 231 

若年性認知症受入加算 120 1,216 122 244 365 

外泊時費用 

（6 日限度） 
362 3,670 367 734 1,101 

再入所時栄養連携加算 

(1 回) 
200 2,028 203 406 609 

療養食加算 

（1 食につき） 
6 60 6 12 18 

新興感染症等施設療養費 

    (5 日限度) 
240 2,433 244 487 730 

緊急時治療管理 518 5,252 526 1051 1,576 

所定疾患施設療養費（Ⅰ） 

   (7 日限度) 
239 2,423 243 485 727 

所定疾患施設療養費（Ⅱ） 

  (10 日限度) 
480 4,867 487 974 1,461 

ターミナルケア加算 

（死亡日） 
1,900 19,266 1,927 3,854 5,780 

ターミナルケア加算 

（2～3 日） 
910 9,227 923 1,846 2,769 

ターミナルケア加算 

（4～30 日） 
160 1,622 163 325 487 

ターミナルケア加算 

（31～45 日） 
72 730 73 146 219 
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退所時情報提供加算（Ⅰ） 

      (１回） 
500 5,070 507 1,014 1,521 

退所時情報提供加算（Ⅱ） 

(1 回) 
250 2,535  254 507 761 

入所前後訪問指導加（Ⅰ） 

（1 回） 
450 4,563 457 913 1,369 

入退所前連携加算（Ⅰ） 

     （1 回） 
600 6,084 609 1,217 1,826 

入退所前連携加算（Ⅱ） 

     （1 回） 
400 4,056 406 812 1,217 

訪問看護師指示加算 

     （1 回） 
300 3,042 305 609 913 

経口維持加算（Ⅰ） 

     （月 1 回） 
400 4,056 406 812 1,217 

経口維持加算（Ⅱ） 

     （月 1 回） 
100 1,014 102 203 305 

退所時栄養情報連携加算 

（月 1 回） 
70 709 71 142 213 

かかりつけ医連携薬剤 

調整加算（Ⅰ）イ 

(1 回) 
140 1,419 142 284 426 

かかりつけ医連携薬剤 

調整加算（Ⅰ）ロ 

(1 回) 
70 709 71 142 213 

かかりつけ医連携薬剤 

調整加算（Ⅱ） 

(1 回) 
240 2,433 244 487 730 

かかりつけ医連携薬剤 

調整加算（Ⅲ） 

(1 回) 
100 1,014 102 203 305 

 

・各加算項目の基準は説明ページを参照下さい。 
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・全ての利用者が対象となる加算率およびその他の費用 

 

介護職員等処遇改善加算 Ⅰ １,０００分の 75（７.５％） 
 

介護職員等処遇改善加算 Ⅱ １,０００分の 71（７.１％） 

基本単位数および加算単位数の合計に対して加算率を乗じ算出した単位 

数（小数点以下第一位を四捨五入）に、地域区分 10.14 円を乗じた金額 

の利用者負担（１割、２割又は３割）の額。 

 

現在、「介護職員等処遇改善加算 Ⅱ」を加算料金として算定しております。 
なお、今後職員体制等により加算項目は変更になることがあります 
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・介護保険の給付対象とならないサービス 

居  住  費 
個 室 １日 ２,２６０円 

多床室 １日   ７2０円 

 食     費 １日 ２，０３０円  

 

・介護保険負担限度額の認定を受けておられる利用者の場合は、その認定 

書に記載された金額を１日あたりの料金とします。なお、適用には認定書 

の提示が必要となります。 

 
 

電気器具 一機種の持込につき １日当り  ５０円 

教養娯楽費 
クラブ活動等、特別な行

事等に参加される場合 

材料費などの実費 

（例、生け花など） 

文書料 
証明書 

領収・請求書再発行等 

  １通   1,000 円 

 １通    200 円 

複写物の交付 
サービス提供についての 

記録の写しが必要な場合 
写し 1 枚   10 円 

診断書 
（ 検 査 項 目 に よ り 変     

わります。） 

在宅復帰・他施設入所時

に必要とされた場合 

１通    3,000 円 

（上記に加え検査項目は

実費が必要です。） 

理美容代 

ご希望の方は、施設が契

約している出張理髪・美

容業者をご利用いただけ

ます 

実費（業者指定料金） 

クリーニング代 

ご希望の方は、施設が契

約している洗濯業者をご

利用いただけます 

 

 

実費（業者指定料金） 

日用品(ﾀｵﾙ)セット 

ご希望の方は、施設が契

約しているレンタル業者

をご利用いただけます 

 

 

実費（業者指定料金） 

予防接種費用 

施設が接種可能と判断し

た予防接種に限る。 

 

実費（ワクチン代） 

 

死後に必要な物品 

 

ご家族が使用を望まれた

場合に限る 

 

実費（物品セット１式） 
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《加算項目の基準及び説明》 
 

➀全サービス共通 
『在宅復帰・在宅療養支援機能加算Ⅰ』 

『在宅復帰・在宅療養支援機能加算Ⅱ』 

  在宅復帰率、ベッド回転率、退所後の状況確認等の指標を用いて、一定

基準を満たし、在宅復帰・在宅療養支援等を行っていること。 

  在宅復帰・在宅療養支援機能加算Ⅱにおいては、加算Ⅰの条件より基準

が高かくなります。 
 

『夜勤職員配置加算』 

  夜間時間帯の介護職員を基準以上に配置していること。 

 

『生産性向上推進体制加算（Ⅱ）』 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、

生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行っていること。 

見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入していること。 

１年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オ

ンラインによる提出）を行うこと。 

 

 
 

『介護職員等処遇改善加算Ⅰ・Ⅱ』 

  介護職員及び介護職員等の賃金や処遇の改善等を目的とした加算。 

 

『療養食加算』 

  医師の疾患治療の手段として発行された食事箋に基づき、管理栄養士に

よって管理された食事を提供すること。 

 

『若年性認知症入所者受入加算』 

  個別に担当を定め、利用者の特性に合うニーズに応じたサービスを提供

すること 

 

 

 

 

『サービス提供体制強化加算』 

（Ⅰ）有資格者（介護福祉士）の介護職員の配置が 80％以上。 

継続 10 年以上有資格者（介護福祉士）の介護職員の配置が 35％以上

上記のいずれかに該当 

（Ⅱ）有資格者（介護福祉士）の介護職員の配置が 60％以上。 

（Ⅲ）有資格者（介護福祉士）の介護職員の配置が 50％以上。 

    常勤職員 75％以上 

    継続 7 年以上 30％以上 

上記のいずれかに該当 
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『緊急時治療管理加算』 

  入所者の病状が重篤となり救命救急が必要となる場合において救急的な

治療管理としての投薬、検査、注射、処置をおこなうこと。同一の入所者に 

ついて 1 月に 1 回、連続する 3 日を限度とする。 

 

 

 

② 介護予防短期入所療養介護サービス・短期入所療養介護サービス共通 

『送迎加算 片道』 

 

 利用者及び家族の状態により送迎をおこなうことが必要とケアプランに位 

置づけられ、その居宅と事業所との送迎を実施すること。 

 

『総合医学管理加算』 

  総合医学管理加算の算定要件 ・診療方針を定め、治療管理として投薬、 

検査、注射、処置等を行うこと。 ・診療方針、診断、診断を行った日、 

実施した投薬、検査、注射、処置等の内容等を診療録に記載すること。 

利用者の主治の医師に対して、当該利用者の同意を得て、当該利用者の 

診療状況を示す文書を添えて必要な情報の提供を行うこと。 

 

 

③短期入所療養介護サービス 
『個別リハビリテーション実施加算』 

  医師、看護職員、リハビリ職などが共同して利用者ごとに個別リハビリ

テーション計画書を作成し、当該計画書に基づき、個別リハビリテーシ

ョンを 20 分以上実施した場合に算定できる。 

 

『緊急短期入所受入加算』 

  居宅サービス計画書に位置付けられていない短期入所生活介護を緊急に

行った場合。 

 

『重度療養管理加算』 

  要介護４又は要介護５の利用者であって、別に厚生労働大臣が定める状

態にあるものに対して計画的な医療管理を継続して行い、かつ、療養上

必要 な処置を行うこと。 

 

『口腔連携強化加算』 

事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用

者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結

果を情報提供した場合に、１月に１回に限り所定単位数を加算する。 

事業所は利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当たって、診療報

酬の歯科点数表区分番号 C000 に掲げる歯科訪問診療料の算定の実績が

ある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、

当該従業者からの相談等に対応する体制を確保し、その旨を文書等で取

り決めていること。 
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④短期入所療養介護サービス・施設入所サービス共通 
『認知症ケア加算』（3 階の居室を利用される方） 

  日常生活に支障を来たすおそれのある症状又は行動が認められることか 

ら介護を必要とする認知症の入所者に対して介護保険サービスを行うこと。 

 

 

⓹施設入所サービス 

 
『褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）』 

⼊所者等ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設⼊所時等

に評価するとともに、少なくとも三月に㇐回、評価を行い、その評価結

果等を厚生労働省に提出し、褥瘡管理に当たって当該情報等を活用して

いること。 

評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた⼊所者等ごとに、医

師等により褥瘡ケア計画を作成していること。  

⼊所者等ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施し、内容状態につい

て定期的に記録し、少なくとも三月に㇐回、褥瘡ケア計画を見直してい

ること。  

 

『褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）』 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の要件を満たし、施設⼊所時等の評価の結

果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた⼊所者等について、褥瘡の発

生のないこと。 

 

『排せつ支援加算（Ⅰ）』 

排せつに介護を要する⼊所者等ごとに、医師等により少なくとも六月に

㇐回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、排せつ支援

に当たって当該情報等を活用する。その評価に基づき支援計画を作成し、

少なくとも三月に㇐回、⼊所者等ごとに支援計画を見直していること。 

 

 

『排せつ支援加算（Ⅱ）』 

排せつ支援加算（Ⅰ）の要件を満たし、適切な対応を行うことにより、

要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設⼊所時等と⽐較して、

排尿・排便の状態の少なくとも㇐方が改善するとともに、いずれにも悪

化がない ・ 又はおむつ使用ありから使用なしに改善していること。 
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『排せつ支援加算（Ⅲ）』 

排せつ支援加算（Ⅰ）の要件を満たし、適切な対応を行うことにより、

要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設⼊所時等と⽐較して、

排尿・排便の状態の少なくとも㇐方が改善するとともに、いずれにも悪

化がない。かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。 

 

『自立支援促進加算』 

医師が⼊所者ごとに、自⽴支援のために特に必要な医学的評価を⼊所時

に行うとともに、少なくとも六月に㇐回、見直しを行い、自⽴支援に係

る支援計画等の策定等に参加していること。医学的評価の結果、支援計

画に従ったケアを実施し、医学的評価の結果等を厚生労働省に提出し、

少なくとも三月に㇐回、⼊所者ごとに支援計画を見直していること。  

 

『科学的介護推進体制加算（Ⅰ）』 

『科学的介護推進体制加算（Ⅱ）』 

⼊所者・利用者ごとの、ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他

の⼊所者の心身の状況等に係る基本的な情報（科学的介護推進体制加算（Ⅱ）

では、加えて疾病の状況や服薬情報等の情報）を、厚生労働省 に提出してい

ること。 必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たっ

て、上記の情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報

を活用していること。 
 

 

『認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）』  

次に掲げる基準に適合する介護老人保健施設において、１日につき所定

単位数を加算する。 

（１）リハビリテーションを担当する理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士が適切に配置されていること。 

（２）リハビリテーションを行うに当たり、入所者数が、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士の数に対して適切なものであること。 

（３）入所者が退所後生活する居宅又は社会福祉施設等を訪問し、当該

訪問により把握した生活環境を踏まえたリハビリテーション計画を作

成していること。 

 

 

『認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）』 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）の（１）及び（２）に

該当するものであること。 
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『外泊時費用』 

  入所者に対して居宅における外泊を認めた場合。 

 

『初期加算（Ⅰ）』 

  次に掲げる基準のいずれかに適合する介護老人保健施設において、急性

期医療を担う医療機関の一般病棟への入院後 30 日以内に退院し、介護

老人保健施設に入所した者について、１日につき所定単位数を加算する。

ただし、初期加算（Ⅱ）を算定している場合は、算定しない。 

当該介護老人保健施設の空床情報について、地域医療情報連携ネットワ

ーク等を通じ、地域の医療機関に定期的に情報を共有していること。 

当該介護老人保健施設の空床情報について、当該介護老人保健施設のウ

ェブサイトに定期的に公表するとともに、急性期医療を担う複数医療機

関の入退院支援部門に対し、定期的に情報共有を行っていること。 

 

『初期加算（Ⅱ）』 

入所した日から起算して 30 日以内の期間については、初期加算（Ⅱ）と

して、１日につき所定単位数を加算する。 

ただし、初期加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

 

『退所時栄養連携加算』 

対象者 

厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は低栄養状態にある

と医師が判断した入所者 

主な算定要件 

管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、当該者の栄養管理に関する

情報を提供する。 

１月につき１回を限度として所定単位数を算定する。 

 

『再入所時栄養連携加算』 

対象者 

  厚生労働大臣が定める特別食等を必要とする者 

 

主な算定要件 

栄養に関する指導又はカンファレンスに同席し、医療機関の管理栄養士

と連携して、二次入所後の栄養ケア計画を作成する。 

 

『入所前後訪問指導加算Ⅰ』 

  退所を目的とした施設サービス計画の算定及び診療方針の決定をおこな 

うこと。 

 

 

『退所時情報提供加算（Ⅰ）』 

居宅へ退所する入所者について、退所後の主治の医師に対して入所者を

紹介する場合、入所者の同意を得て、当該入所者の診療情報心身の状況、
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生活歴等を示す情報を提供した場合に、入所者１人につき１回に限り算

定する。 

 

『退所時情報提供加算（Ⅱ）』 

医療機関へ退所する入所者等について、退所後の医療機関に対して入所

者等を紹介する際、入所者等の同意を得て、当該入所者等の心身の状況、

生活歴等を示す情報を提供した場合に、入所者等１人につき１回に限り

算定する。 

 

 

 

『入退所前連携加算（Ⅰ）』 

⼊所予定日前 30日以内又は⼊所後 30日以内に、⼊所者が退所後に利用
を希望する居宅介護支援事業者と連携し、⼊所者の同意を得て、退所後の

居宅サービス等の利用方針を定めること。 

 

『入退所前連携加算（Ⅱ）』 

入退所前連携加算（Ⅰ）の要件を満たすこと。 

かつ、⼊所者の⼊所期間が 1月を超え、⼊所者が退所し、居宅サービス

等を利用する場合、退所前に居宅介護支援事業者に対し、⼊所者の同意

を得て、診療状況を示す⽂書を添えて居宅サービス等に必要な情報を提

供し、連携して退所後の居宅サービス等の利用に関する調整を行うこ

と。 

 

 

『訪問看護師指示加算』 

退所が見込まれる、入所期間が１月を超える入所者を、その居宅におい

て試行的に退所させる場合において、試行的な退所時に入所者及び家族

等、又は退所後の主治医、又は居宅支援事業者等に対して、退所後の療

養上の指導を行うこと。 

 

『経口維持加算（Ⅰ）』 

  現に経口により食事を摂取するものであって、摂食機能障害を有し、誤

嚥を認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、他

職種が共同して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等

を行い、入居者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進めるための

経口維持計画を作成していること。 

 

『経口維持加算（Ⅱ）』 

  協力歯科医療機関を定めている介護老人保健施設が、経口維持加算（Ⅰ）

算定している場合であって、入所者の経口による継続的な食事の摂取を

支援するための食事の観察及び会議に医師・歯科医師、歯科衛生士又は

言語療法士が加わること。 
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『所定疾患施設療養費（Ⅰ）』 

肺炎、尿路感染、帯状疱疹、蜂窩織炎、慢性心不全の憎悪のいずれかに

該当する入所者に対し、治療管理として投薬、注射、処置等が行われる

こと。 

 

 

『所定疾患施設療養費（Ⅱ）』 

診断及び診断に至った根拠、診断を行った日、実施した投薬、検査、注

射、処置等の内容等を診療録に記載していること。 

所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降において、当該施設の

前年度における当該入所者に対する投薬、検査、注射、処置等の実施状

況を公表していること。 

当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師が感染症対

策に関する研修を受講していること。 

 

 

『ターミナルケア加算』 

医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがな

いと診断した者であること。 

入所者又はその家族等の同意を得て、入所者のターミナルケアに係る

計画が作成されていること（※）。 

医師、看護師、介護職員、支援相談員、管理栄養士等が共同して、入

所者の状態又は家族の求め等応じ随時、 

本人又はその家族への説明を行い、同意を得てターミナルケアが行わ

れていること。 

 

『新興感染症等施設療養費』 

入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合に相談対

応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感

染した入所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サ

ービスを行った場合に、１月に１回、連続する５日を限度として算定す

る。 

※ 現時点において指定されている感染症はない。 

 

『リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ）』 

入所者ごとのリハビリテーション計画書の内容等の情報を厚生労働省に

提出していること。必要に応じてリハビリテーション計画の内容を見直

す等、リハビリテーションの実施に当たって、当該情報その他リハビリ

テーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用しているこ

と。 

 

『短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）』 

入所者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士

若しくは言語聴覚士が、その入所の日から起算して３月以内の期間に集

中的にリハビリテーションを行った場合であって、かつ、原則として入
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所時及び１月に１回以上ＡＤＬ等の評価を行うとともに、その評価結果

等の情報を厚生労働省に提出し、必要に応じてリハビリテーション計画

を見直していること。 

 

 

 

 

『かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ』 

① 医師又は薬剤師が高齢者の薬物療法に関する研修を受講すること。 

② 入所後１月以内に、状況に応じて入所者の処方の内容を変更する可

能性があることについて主治の医師に説明し、合意していること。 

③ 入所前に当該入所者に６種類以上の内服薬が処方されており、施設

の医師と入所者の主治の医師が共同し、入所中に当該処方の内容を総合

的に評価及び調整し、かつ、療養上必要な指導を行うこと。 

④ 入所中に当該入所者の処方の内容に変更があった場合は医師、薬剤

師、看護師等の関係職種間で情報共有を行い、変更後の入所者の状態等

について、多職種で確認を行うこと。 

⑤ 入所時と退所時の処方の内容に変更がある場合は変更の経緯、変更 

後の入所者の状態等について、退所時又は退所後１月以内に当該入所者

の主治の医師に情報提供を行い、その内容を診療録に記載しているこ

と。 

 

『かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）ロ』 

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イの要件①、④、⑤に掲げる基準

のいずれにも適合していること。 

入所前に６種類以上の内服薬が処方されていた入所者について、施設に

おいて、入所中に服用薬剤の総合的な評価及び調整を行い、かつ、療養

上必要な指導を行うこと。 

 

『かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）』 

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ又はロを算定していること。 

当該入所者の服薬情報等の情報を厚生労働省に提出し、処方に当たっ

て、当該情報その他薬物療法の適切かつ有効な実施のために必要な情報

を活用していること。 

 

『かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ）』 

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）を算定していること。 

退所時において処方されている内服薬の種類が、入所時に処方されてい

た内服薬の種類に比べて１種類以上減少していること。 

 

『安全対策体制加算』 

事故発生のための指針の作成・委員会の開催・従業者に対する研修の実

施及びこれらを適切に実施するための担当者の配置を備えた体制に加え

て、当該担当者が安全対策に係る外部の研修を受講し、組織的に安全対

策を実施する体制を備えている場合に評価を行うものである。 
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『協力医療機関連携加算』 

 

 

協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情

報を共有する会議を定期的に開催していること。 

協力医療機関との実効性のある連携体制を構築するため、入所者または入居

者（以下「入所者等」という。）の現病歴等の情報共有を行うこと。 

また、特定施設における医療機関連携加算について、定期的な会議において

入居者の現病歴等の情報共有を行うこと。 

 

（協力医療機関の要件）  

① 入所者等の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を常時確保していること。 

② 高齢者施設等からの診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を

常時確保していること。  

③ 入所者等の病状が急変した場合等において、入院を要すると認められた入

所者等の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

 

 

『高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）』 

 

次のいずれにも適合すること。 

（1）第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行

う体制を確保していること。 

（2）介護老人保健施設基準第 30 条第 1 項本文（同基準第 50 条において

準用する場合を含む。）に規定する協力医療機関その他の医療機関（以下

「協力医療機関等」）との間で、感染症（新興感染症を除く。以下同じ）の

発生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に、協力医療機関

等と連携し適切に対応していること。 

（3）感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療

機関等が行う院内感染対策に関する研修又は訓練に 1 年に 1 回以上参加し

ていること。 

 

 

『高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）』 

感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、3 年に 1 回以上、施設

内で感染者が発生した場合の対応に係る実地指導を受けていること。 
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９．料金支払い方法 

前記の料金・費用は１か月ごと月末締めで翌月１５日頃に請求書を

お送りいたしますので、以下の方法で請求書発行月の２８日（金融機

関休業日の場合は翌営業日）までに以下の方法でお支払いください。

（１ヶ月に満たない期間のサービス利用料金は、利用日数に基づいて

計算した額とします） 

 

 

ア） 預金口座振替 

金融機関口座からの自動引落 

 
 

 口座振替の申込み手続きが間に合わない場合など、 
「ア）口座振替」により引き落としできない場合 

 

イ） 指定口座への振り込み   

 ➀関西みらい銀行 石部支店  
普通預金      ８８ 

 
②京都信用金庫  栗東支店 

普通預金 ０２２８８３０ 

    口座名義  社会福祉法人 八起会 理事長 木村 文一 

 

 
10．サービス利用にあたり留意いただく事項 

◇ 来訪者・面会  来訪者は来訪時、必ず、受付にて氏名・来訪時

間・帰られる時間・利用者との関係を記入して

下さい。 

     ◇ 外出・外泊 外泊・外出の際には必ず｢届け｣を提出し、行き

先と帰宅時間を職員に申し出て下さい。 

◇ 居室・設備・器具の利用 

 施設内の居室や設備、器具は本来の用法にした

がって利用下さい。これに反した御利用により

破損等が生じた場合は、弁償していただくこと

がございます。 

◇ 喫煙・飲酒 当施設内に喫煙場所はございません。 



27 
 

 飲酒は体調を見計らい､過度にならなければ制

限は致しません。 

◇ 迷惑行為等 騒音等他の利用者の迷惑になる行為は遠慮願

います。 

 むやみに他の利用者の居室等に立ち入る等､他

利用者の迷惑にならないようお願いします。 

◇ 金銭・所持品等の持ち込み 

 金銭の持ち込みは大きなトラブルの要因とな

りますのでお断りします。所持品等には、他の

利用者と区別するために、氏名をわかり易い場

所へ見やすくご記名をお願いします。 

 

◇ 宗教活動・政治活動 

 施設内で他の利用者に対する宗教活動及び政

治活動はご遠慮下さい。 

◇ 動物飼育 施設内へのペットの持ち込み及び飼育はお断

りします。 

◇ 物品持ち込み  使いなれたもので、持ち込みなどをご希望され

る場合はご遠慮なくご相談ください。 

 

11．緊急時の対応・協力医療機関 
・湖南市立石部診療所     滋賀県湖南市石部東 5 丁目 3-1 

・公立甲賀病院              滋賀県甲賀市水口町松尾 1256 番地 

・済生会滋賀県病院     滋賀県栗東市大橋２丁目 4-1 

・生田病院                 滋賀県湖南市菩提寺１０４－１３ 

・近江草津徳洲会病院     滋賀県草津市東矢倉 3 丁目 34－52 

・いしべ愛歯科             滋賀県湖南市石部中央 4-6-41 

・内貴歯科医院       滋賀県湖南市石部中央３丁目１－４

５ 
 

利用中に様態の変化等があった場合は、ご家族のご同意を得て協力医

療機関で対応します。事前の打合せにより、主治医やご希望の病院へ

お願いすることもできます。（緊急時は、この限りではありません。） 

 

12．事故発生時の対応等 

施設はサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに市と

利用者の家族等に連絡を行うとともに、事故の状況および事故に際し

て採った処置について記録し、また再発を防ぐ対策等の必要な措置を

講ずるものとします。 
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13．非常災害の対策 

施設は、非常災害その他緊急事態に備え、必要な設備を備えるととも

に、常に関係機関と連絡を密にし、とるべき措置についてあらかじめ

防災計画を作成し、防災計画に基づき、年２回利用者及び職員等の訓

練を行います。 

非常時の対応 
別途定める「消防計画」にのっとり対応を行

います。 

近隣との協力関係 火災救援協定を締結 

平常時の訓練など 年 2 回総合訓練を実施 

防災設備 
スプリンクラー設備、自動火災報知設備、 

非常通報装置設備等の整備 

消防計画等 消防署に提出済み 

 
14．守秘義務に関する対策     

       事業者及び職員は、業務上知り得た利用希望者又はその家族の秘密

を保守します。また退職後においてもこれらの秘密を保守するべき

旨を職員との雇用契約の内容としています。 

 

15．身体拘束の禁止   
      原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行わないこ

とを約束します。ただし、緊急やむを得ない理由により拘束をせざ

るを得ない場合には事前に利用者及びその家族へ十分な説明を行い、

同意を得るとともに、その態様及び時間、その際利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由について記録します。 

 

16．損害賠償                                           

当事業所において、施設の責任により利用者に生じた損害について

は、事業所は速やかにその損害を賠償します。守秘義務に違反した

場合も同様とします。ただし、損害の発生について、利用者に故意

又は過失が認められた場合には、利用者の置かれた心身の状況等を

斟酌して減額するのが相当と認められた場合は、事業所の損害賠償

責任を減じさせていただきます 
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17．個人情報の利用目的（平成 17 年４月１日作成） 

介護老人保健施設石部ケアセンターでは、利用者の尊厳を守り安全に配

慮する施設理念の下、お預かりしている個人情報について、利用目的

を以下のとおり定めます。 

〔利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的〕 

〔介護老人保健施設内部での利用目的〕 

・当施設が利用者等に提供する介護サービス 

・介護保険事務 

・介護サービスの利用者に係る当施設の管理運営業務のうち 

 －入退所等の管理 

 －会計・経理 

 －事故等の報告 

 －当該利用者の介護・医療サービスの向上 

〔他の事業者等への情報提供を伴う利用目的〕 

・当施設が利用者等に提供する介護サービスのうち 

 －利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅

介護支援事業所等との連携（サービス担当者会議等）、 照会への回

答 

 －利用者の診療等に当たり、外部の医師等の意見・助言を求める場合 

 －検体検査業務の委託その他の業務委託 

 －家族等への心身の状況説明 

・介護保険事務のうち 

 －保険事務の委託 

 －審査支払機関へのレセプトの提出 

 －審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

〔上記以外の利用目的〕 

〔当施設の内部での利用に係る利用目的〕 

・当施設の管理運営業務のうち 

 －介護・医療サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

 －当施設において行われる学生等の実習への協力 

 －当施設において行われる事例研究 

〔他の事業者等への情報提供に係る利用目的〕 

・当施設の管理運営業務のうち 

 －外部監査機関への情報提供                    
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以上、介護老人保健施設サービスについて、本書面に基づいて重要な事項を

説明しました。 

 

令和  年  月  日 

 

   所在地：滋賀県湖南市丸山４丁目５番１号 

 名 称：介護老人保健施設 石部ケアセンター   印 

 

                 

説 明 者 

 

    所 属： 介護老人保健施設 石部ケアセンター 

 

 氏 名：                    印 

 

 

 

 私は、本書面により説明者から重要な事項の説明を受けたことを確認し

ます。 

 

  

 

被説明者 

 

 住 所：                     

 

 

 氏 名：                     印 

 

 

 

代理人 

 

 住 所：                     

 

 

 氏 名：                 印 

 


